2011年12月16日（金）9:00
全国町村会　公立保育所等の財源確保に向けた要請行動
全国町村会：行政部長　　久保　雅　氏
自治労：西村
○自治労
子ども子育て新システム基本制度ワーキングチームでも発言されているとおり、公立保育所については、一般財源化以降、施設整備が後退するなど、保育サービスの質の低下が指摘されている。こうした現状は、公立保育所の財源を新システムの中で一元化することで改善できると考えている。全国町村会としても、新たに創設される「（仮称）子ども・子育て包括交付金」が公立・私立共通のものとなるよう意見反映をお願いしたい。
○町村会
ワーキングチームに委員として出席している渡邊聖籠町長から、新システムの議論に関する報告は受けている。また、渡邊聖籠町長の意見が、この要望書の内容と同じであることも承知している。しかし、町村会は、９００を超える地方自治体で構成されており、それぞれの自治体によって、その状況や意見等が異なっているのが現状である。したがって、新システムを含め、地方自治体を取り巻く様々な課題に関して、町村会として、統一的な見解を表明することについては、困難な状況であることは、ご理解願いたいが、自治労からこうした要望があったことは、きちんと受けとめたいと思っている。
以上
2011年12月27日（火）10:00
全国知事会　公立保育所等の財源確保に向けた要請行動
全国知事会：調査第二部　副参事　相原　清　氏
自治労：西村、前田
○自治労
子ども子育て新システム基本制度ワーキングチームでも発言されているとおり、公立保育所については、一般財源化以降、施設整備が後退するなど、保育サービスの質の低下が指摘されている。こうした現状は、公立保育所の財源を新システムの中で一元化することで改善できると考えている。全国知事会としても、新たに創設される「（仮称）子ども・子育て包括交付金」が公立・私立共通のものとなるよう意見反映をお願いしたい。
○知事会
新システムの中では、実施水準の質の向上、職員の処遇改善といった点も議論されている。大きな理念としては共通していると考えている。人材育成については、施設の移行にともない、研修の機会を設けることなどで話が進んでいる。新システムとして一兆円を確保しており、このなかで処遇改善も行われることになる。
この間、知事会では内部でプロジェクトチームを発足させ議論を重ねてきた。ＰＴ内では、実施主体である市町村を支援する立場から、市町村の意向も踏まえるべきとの意見も出されている。
知事会としては、一般財源化された公立保育所の運営費を包括交付金に戻すべきという主張はしていない。今後も、地域主権の観点からもその方向性は見込めない。地域の特性にあった保育所の設置が可能となるよう、裁量の拡大については意見反映していきたいと考えている。
以上
2012年1月12日（木）16:30
全国市長会　公立保育所等の財源確保に向けた要請行動
全国市長会：社会文教部　副部長　笹島晃司　氏
自治労：西村
○自治労
子ども子育て新システム基本制度ワーキングチームでも発言されているとおり、公立保育所については、一般財源化以降、施設整備が後退するなど、保育サービスの質の低下が指摘されている。こうした現状は、公立保育所の財源を新システムの中で一元化することで改善できると考えている。全国市長会としても、新たに創設される「（仮称）子ども・子育て包括交付金」が公立・私立共通のものとなるよう意見反映をお願いしたいのが要請の趣旨である。また、このことについての意見交換を25日の市長会の役員会の後、行いたい。なお、自治労としては、各県において、市長などへ今回と同様の要請をしている。
○市長会
ワーキングチームに委員として出席している清原三鷹市長は、公立・私立共通のものとする立場で発言していることは承知しているが、全国市長会を代表した意見ではない。市長会としては、現在、態度は明確にしていないが、市長会は、各市長から提出された意見に基づき議論する。25日の役員会後の意見交換については、25日過ぎに連絡を頂戴すれば、その時点で検討したい。
以上
